


個 別 注 記 表 
2019年 4月 1日から 2020年 3月 31日まで 

 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

(1)有価証券の評価基準       その他有価証券の時価のないものについては、移動平 

均法による原価法によっております。 

(2)固定資産の減価償却の方法    定額法 

                  なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に 

                  規定する方法と同一の基準によっております。 

(3)たな卸資産の評価の方法     先入先出法 

(4)貸倒引当金の計上基準      債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権に 

                  ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債 

                  権については個別に回収可能性を検討し回収不能見 

                  込額を、それぞれ流動資産と固定資産に区分して計上 

                  しております。 

(5)賞与引当金の計上基準      当社の賞与支給規程に基づき従業員に支給する賞与 

に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(6)退職給付引当金の計上基準    簡便法 

                  従業員の退職金支給に充てるため、退職金支給規程に 

                  基づく自己都合退職による期末要支給額の 100％相当 

                  額を計上しております。 

(7)役員退職慰労引当金の計上基準  役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額の 100％相 

                  当額を計上しております。 

(8)リース取引の処理方法      リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

                  もの以外のファイナンス・リース取引については、原 

則的には通常の売買取引に係る方法に準じた会計処 

理によっております。特例としてリース料総額が 300 

万円未満のファイナンス・リース取引については、通 

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ 

ております。 

(9)消費税等の会計処理        消費税等の会計処理は税抜方式によっています。なお、 

                   未払消費税等は貸借対照表「流動負債」の「未払金」 

                   に含めて表示しております。 

 

 

 

 



２．貸借対照表に関する注記 

(1)有形固定資産の減価償却累計額  6,032,419円 

(2)関係会社に対する金銭債権・債務 

  関係会社は親会社「九州朝日放送㈱」1社です。 

           九州朝日放送㈱に対する債権・債務 

科 目 内  容 金  額 

 

債 

権 

仮払金 不動産諸経費  29,986千円 

売掛金 不動産管理手数料   11,620千円 

売掛金 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ上映/喫茶代等      626千円 

        計  42,233千円 

債 

務 

預り金 ﾃﾅﾝﾄ水道光熱費等  11,764千円 

   

        計  11,764千円 

 

(3)役員に対する金銭債権・債務  該当ありません。 

   

３．損益計算書に関する注記 

(1)関係会社との取引高 

(2)関係会社は親会社「九州朝日放送㈱」1社です。 

           九州朝日放送㈱に対する売上・仕入 

科 目 内  容 金  額 

 

売 

上 

売 上 不動産管理手数料 102,199千円 

売 上 喫茶代   1,045千円 

売 上 古紙破砕料      108千円 

        計 103,354千円      

 

仕 

入 

人件費 出向者報酬負担金   9,180千円 

管理費 事務所家賃等   5,509千円 

業務費 ＤＶＤ仕入等    15千円 

        計 14,704千円 

 

 

(3)当期純損益金額  21,463千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1)当事業年度の末日における発行済株式の数    1,000株 

(2)当該事業年度中に行った余剰金の配当に関する事項 

                 2019年 6月 26日の定時株主総会において、次のと 

おり決議しております。 

配当金の総額    20,000,000円 



1株あたり配当額     20,000円 

基準日      2019年 3月 31日 

効力発生日    2019年 6月 27日 

(3)当該事業年度の末日後に行う余剰金の配当に関する事項 

                 2020年 6月 25日の定時株主総会において、次のとお 

                 り付議する予定であります。 

配当金の総額    20,000,000円 

配当金の原資     利益余剰金 

1株当たり配当額     20,000円 

基準日      2020年 3月 31日 

効力発生日    2020年 6月 26日 

 

５．税効果会計に関する注記 

   （繰延税金資産の発生の主な原因） 

賞与引当金              962千円 

賞与引当金社会保険料         148千円 

退職給付引当金            8,893千円 

一括償却資産              15千円 

未払事業税                97千円 

繰延税金資産合計          10,117千円 

 


